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( 1 ) 我妻栄『親族法』(以下、我妻・親族法) (有斐閣、1961) 328 頁。













































の婚姻についての同意 (旧法 772 条、以下旧とする)、25歳未満の者の協
議離婚についての同意 (旧 809 条)、成年の子が養子を為す場合と 15歳以
上の子が養子になる場合の同意 (旧 844 条)、再養子縁組時の同意 (旧


















( 4 ) 旧法から現行法までの親権の立法および解釈について、許末恵『親権と監護』(日本評
論社、2016) 参照。
( 5 ) 明治民法は、親権の他に、婚姻、協議離婚、協議縁組、協議離縁について適宜父母の同
意を要件としており、当時は、父母の権利強化であったと指摘されている。蓑輪明子「一
九二〇年代の「家」制度改正論：臨時法制審議会の民法改正構想を素材に」一橋社会科学
5巻 12 号 (2008) 85 頁。
































( 7 ) 蓑輪・前掲注(5) 103 頁は、子の婚姻について、戸主に加え父母の同意が必要とされた
のは、「家」制度強化のためであったとしている。また、安部弘「婚姻自由の原則に對す
る制限」文芸と思想 1 巻 (1950) 80 頁参照。なお、これは専ら父母の立場を考慮したも
ので、現行法では憲法 24 条に違反するとの意見がある。我妻・親族法 33 頁。
( 8 ) 川島武宜『日本社会の家族的構成』(日本評論社、1950) 77 頁。




(10) 我妻・親族法 33 頁。
142 (592)
みなされることとなったのであるが、戦後の民法改正要綱案 (昭和 21 年


































(11) 我妻栄『戦後における民法改正の経過』(日本評論社、1956) 216 頁。
(12) 同上 225 頁、230 頁。
(13) 同上 47 頁。中川善之助による発言。
(14) 我妻・親族法 34 頁。
(15) 同上。
(16) 久喜忠彦「『父母の婚姻同意権』への疑問」『現代家族法の展開』(一粒社、1990) 36 頁、



































(17) 梅・前掲注(6) 287 頁。
(18) 旧 846 条「第 772絛第 2項及ヒ第 3項ノ規定ハ前三絛ノ場合ニ之ヲ準用ス」。
(19) 我妻栄『改正親族・相続法解説』(日本評論社、1949) 90 頁。
(20) 石川稔「親権法の問題点と課題」『子ども法の課題と展開』(有斐閣、2000) 所収 238 頁。
また、川井健「代諾縁組」『家族法体系 IV』(有斐閣、1960) 180 頁も、代諾は必ずしも親
権の所在と一致するとは限らず、生来の父母の同意を本質とするものとする。
(21) 谷口知平「日本における親子と法律」『家族問題と家族法 IV』(酒井書店、1963) 303









い、不当だからである。そこで、1987 (昭和 62) 年の養子法改正において、
監護者となる父母がいる場合には、その者の同意が求められることとなり
(797 条 2項)、監護者の縁組の同意を欠く場合は、その者はその取消しを




















(a) 最決平成 26 年 4月 14 日民集 68 巻 4 号 279 頁は、離婚後親権者と
(22) 京都地判昭和 47 年 6月 24 日判タ 283 号 178 頁、京都地判昭和 49 年 11月 7 日判タ 320
号 280 頁、東京地判昭和 56 年 3月 30 日家月 34 巻 6 号 62 頁。
(23) 普通養子縁組後の実親の親権については、通説は失うと説明している。中川善之助編
『註釋親族法(下)』〔舟橋〕(有斐閣、昭和 27 年) 28 頁。我妻・親族法 292、322 頁は、養
子縁組により実親は親権を失うが、実親および実方親族との関係では、相続権と扶養義務
を負うとして、何等の影響を及ぼさないとする。
(24) 細川清『改正養子法の解説』(法曹会、1993) 172 頁、石川稔「改正養子法(案) の解
説」法学教室 82 号 (1987) 94 頁。

































































『民法著作集 II家族法』所収 (初出は『身分法と戸籍』(1953)) (新青出版、2005) 349 頁、
373 頁。
(27) 民集 68 巻 4 号 311 頁。
(28) 中村恵「実母と養父の共同親権に服している子の実父との親権者変更の可否」新・判例
解説Watch民法 (家族法) 16 号 (2015) 105 頁。





















































(c) 東京高決平成 14 年 12月 16 日家月 55 巻 6 号 112 頁は、子は 2年半
の間里親に養育されており、実母が一旦は特別養子縁組の同意をした後、











































ついて：東京高裁平成 14 年 12月 16 日決定 (家裁月報 55 巻 6 号 112 頁) を担当して」信
州大学法学論集 4 号 (2004) 217 頁。
↘
(33) 多くは、親による同意が先にあり、後にそれを撤回する例が多い。実親の同意の撤回を
認めたものとして、東京高決平成元年 3月 27 日家月 41 巻 9 号 110 頁、東京高決平成 2年
1月 30 日家月 42 巻 6 号 47 頁。なお、子が家庭外養育されていても、当初より実父母が養
子縁組に同意していなかった場合、特別養子縁組の申立ては認められていない。東京高決


























なとする。裁判例においても、東京高決昭和 42 年 8月 14 日家月 20 巻 3
号 64 頁は、面接交渉権を自然権的な権利と述べ、大阪家審昭和 43 年 5月




(35) 森口静一・鈴木経夫「監護者でない親と子の面接」ジュリスト 314 号 (1965) 75 頁、































(37) 佐藤義彦「離婚後親権を行わない親の面接交渉権」同志社法学 20 巻 4 号 (1969) 54 頁。
ただし、佐藤教授は面接交渉は親権の一権能と解されている。
(38) 飛澤知行『一問一答平成 23 年民法等改正』(商事法務、2011) 47 頁。氏は、親権停止
は親権の帰属により、親権に基づき面会交流を有しうると解せるが、親権喪失においても
その申立権があると認めている。






(40) 厚生労働省「平成 23 年度全国母子世帯等調査結果報告」によると、母子世帯の母が現
在も養育費を受けているのは 2割以下であり、養育費を受けたことがない割合が 6割に



































(41) 中山直子『判例先例親族法―扶養―』(日本加除出版、2012) 115 頁。また、離婚後親
権者である母が、子と血縁関係はないが法律上の父である元夫に対してなした監護費用分
担請求に対し、権利の濫用にあたるとしてこれを棄却した最判平成 23 年 3月 18 日家月 63
巻 9 号 58 頁も、民法 766 条に基づく監護費用の争いであり、裁判所も父の子に対する扶
養問題としてではなく、夫婦間における子の養育費分担の問題として扱っている。判例評
釈として、高橋朋子・ジュリスト 1440 号 86 頁、犬伏由子・法セミ増刊 10 号 95 頁。
(42) 西原道雄「親権と親の扶養義務」神戸法学雑誌 6 巻 1・2 号 (1956) 340 頁、浅井清信「離
婚後の親権者でない父の扶養と生活保持義務」家族法判例百選新版・増補 (1975) 174 頁。
(43) 中山・前掲注(41) 111 頁、日野原昌「父母間に養育費不請求の合意がある場合又は養
育費分担について確定審判がある場合の子からの扶養請求の可否」沼辺・太田・久貴編
『家事審判事件の研究(1)』(一粒社、1988) 315 頁。
(44) 宇都宮家審昭和 50 年 8月 29 日家月 28 巻 9 号 58 頁、東京家審昭和 54 年 11月 8 日家月
32 巻 6 号 60 頁。
(45) 我妻・親族法 332 頁。
(46) 野沢紀雅「「親権と扶養義務」問題の学説史的再検討(1) (2・完)」法学新法 101 巻 8 号
(1995) 1 頁、同 11・12 号 (1995) 1 頁において、詳細に論じられている。
(47) 同上・(1)50 頁、我妻栄・立石芳枝『親族法相続法コンメンタール』(日本評論社、
1953) 345 頁。
(48) 野沢・前掲(46) (2・完) 4 頁以下、岡岩雄「親子法をめぐる疑問― 『未成熟子の監護』


























(49) 西原・前掲注(42) 368 頁。
(50) これに関する検討として、許末恵「児童虐待防止法のための親権法改正の意義と問題点
―民法の視点から」法律時報 83 巻 7 号 (2011) 65 頁参照。
(51) 児童相談所長の申立てによる例は実務上まれであるとされており (來本笑子「児童相談
所長の申立による親権喪失の宣告」家族法判例百選第 4版 (1988) 124 頁)、最高裁判所事
務総局家庭局「親権制限事件の動向と事件処理の実情」によると、平成 24 年は親族によ
る申立てが 81 件 (88%)、児童相談所長が 10 件 (10.9%)、平成 25 年はそれぞれ 81 件




認容数は子の親族による申立てでは 7 件 (8.6%)、児童相談所長による申立てでは 7 件

































(52) 石川稔「児童虐待―その法的対応」『現代家族法体系 III』(有斐閣、1979) 305 頁、小
野瀬厚他「親権者の法定代理権・監護権の濫用」判タ 996 号 (1995) 49 頁、米谷壽代「親
権喪失宣告をめぐる裁判例の展開― ｢児童の権利条約」が親権概念に与えた影響―」同志
社法学 63 巻 2 号 (2011) 115 頁、
(53) 我妻・親族法 346 頁。
(54) 中川善之助編『注釋親族法(下)』〔山木戸克己〕(有斐閣、1952) 120 頁。

































(57) 厚生労働省雇用均等・児童家庭局総務課「児童家庭福祉の動向と課題」(平成 28 年) 23
頁。http : //www.crc-japan.net/contents/situation/pdf/201604. pdf
(58) 津家審平成 20 年 1月 25 日家月 62 巻 8 号 83 頁、名古屋家審平成 18 年 7月 25 日家月
59 巻 4 号 127 頁、名古屋家審岡崎支平成 16 年 12月 9 日家月 57 巻 12 号 82 頁、長崎家審
佐世保支平成 12 年 2月 23 日家月 52 巻 8 号 56 頁、熊本家審平成 10 年 12月 18 日家月 51
巻 6 号 67 頁、大阪高決平成 6年 3月 28 日家月 47 巻 2 号 174 頁、神戸家審昭和 55 年 9月
29 日家月 33 巻 8 号 68 頁、東京家審八王子支昭和 54 年 5月 16 日家月 32 巻 1 号 166 頁等
は、いずれも親による子に対する虐待・遺棄が認められて、親権喪失、ないし親権喪失の
蓋然性があることによる親権者の職務執行停止が認められている。



























護者の同意権を定める 797 条 2項の後段に、「養子となる者の父母で親権
を停止されているものがあるときも、同様とする」との文言が加えられた。
親権の停止中、親の同意なく子どもが普通養子縁組へ出されるのを防止す
るためである。しかし本来 797 条 2項は、離婚後親権のない監護者の同意
を認める規定である。親権停止者が親権を失っていないのであれば、それ
は同条 1項の代諾権が認められるべきであるし、親権のない者に与えられ
(60) 大村・前掲注(2) 281 頁。






























(62) 許末恵「児童虐待防止のための民法等の改正についての一考察」法曹 65 巻 2 号 (2013)
292-293 頁。

































































(67) 岩志和一郎「親権概念等に関する検討」戸籍時報 673 号 (2011) 14 頁。児童の権利条





















本研究は JSPS科研費 16K03427 の助成を受けたものである。
(68) 児童の権利条約、国際的子の奪取に関するハーグ条約、そして近年のわが国の家事事件
手続法の改正において、子の意見聴取や子の意思の尊重が謳われており、これを含めた普
遍的な検討が必要である。久保野恵美子「親権(1)― ｢総則」「親権の喪失」を中心に」大
村敦志他編著『比較家族法研究』(商事法務、2012) 260 頁参照。
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